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「地域・学校の特色等を活かしたICT環境活用先進事例に関する調査研究」（平成18年度

 

文部科学省）
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授業におけるＩＣＴ活用の効果の例

平成１８年度文部科学省委託事業

 

教育の情報化の推進に資する研究
（ＩＣＴを活用した指導の効果の調査）より
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■客観テストの結果

１．ＩＣＴを活用した授業では、95％

以上の教員が「授業の質が向上
した」、「授業改善ができた」と評
価している。（左図）

２．ＩＣＴを活用することにより、児童
生徒の関心・意欲が高まるととも
に、知識・理解についても、ＩＣＴ活
用の効果が示されている。（下図）

■児童生徒の評価（４段階評価：小学校の算数・社会・理科）
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学校のＩＣＴ環境整備
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学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成２１年度）［速報値］より

③普通教室の校内LAN整備率

0

20

40

60

80

100

H
13
.
3

H
14
.
3

H
15
.
3

H
16
.
3

H
17
.
3

H
18
.
3

H
19
.
3

H
20
.
3

H
21
.
3

(％)

H
22
.
3

8.3

21.1

29.2
37.2

44.3
50.6

56.2
62.5

64.0

81.2H22年3月31日現在

３



校務情報化の必要性校務情報化の必要性

●多くの学校、教育委員会が、校務情報化を「是非必要である」または「必要である」と回答。

●反対に「必要でない」という回答がほとんどないことから、校務情報化の必要性は十分に認識され

ている。

※平成１８年度アンケート調査より
「校務情報化の現状と今後の在り方に関する研究報告書」（平成１８年度文部科学省委託事業）

校務の情報化のニーズと事例

（５，８４６校） （３４４か所）

４



平成２１年度文部科学省委託事業

 

｢学校評価の実施及び学校情報の収集・整理等におけるＩＣＴの活用方法等に係る調査研究報告書｣より
（なお、詳しくは

 

熊本県教育委員会ウェブサイト（http://kyouiku.higo.ed.jp/page2013/002/）） ５

熊本県の例

http://kyouiku.higo.ed.jp/page2013/002/


６

愛知県小牧市の例

平成２１年度文部科学省委託事業

 

｢学校評価の実施及び学校情報の収集・整理等におけるＩＣＴの活用方法等に係る調査研究報告書｣より



○ 学習指導要領改訂の経緯

・平成20年1月：

 

中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

 
の改善について」

・平成20年3月：

 

幼・小・中学校学習指導要領（告示）改訂
・平成21年3月：

 

高等学校・特別支援学校学習指導要領等（告示）改訂

 

※平成21年7月に中央説明会を開催

○ 新学習指導要領における情報教育の充実

・ 平成14年度（高等学校は15年度）から実施している現行の学習指導要領に基づき、情報教育を実施。

・

 

平成21年度より一部先行実施された小中学校、平成22年度より一部先行実施される高等学校の

 新学習指導要領において、情報教育の充実に関する内容を改正。

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

○ 実施スケジュール

全面実施
告

 

示 周知・徹底

告

 

示

告

 

示

告

 

示

周知・徹底

周知・徹底

周知・徹底 学年進行で実施

算数、理科

総則等

総則等

算数、理科

先行実施

 

総則等
先行実施(学年進行)

数学、理科

先行実施

先行実施

※新学習指導要領のもとで教育の情報化が円滑かつ確実に実施されるよう、小中学校における先行実施に向けて、「教育の情報化に

 
関する手引」を作成・公表（平成21年3月）。今後、高等学校に対応する内容についても検討し、公表する予定（平成22年7月予定）。

全面実施

全面実施

学習指導要領について

７



・

 

各教科等の指導を通じて、児童がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親

 しみ、コンピュータで文字を入力するなどの基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切に活用で

 きるようにする旨を明示。

・

 

「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。

・

 

「総合的な学習の時間」において、情報に関する学習を行う際には、情報を収集・整理・発信する

 などの学習活動が行われるようにすることを明示。

小学校

・

 

各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや情報通信ネットワークな

 どの情報手段を適切かつ主体的、積極的に活用できるようにする旨を明示。

・

 

「技術・家庭」において、ディジタル作品の設計・制作やプログラムによる計測・制御を必修化。

・

 

「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。

中学校

新学習指導要領の主な改正のポイント（情報関連）

・

 

各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや情報通信ネットワークな

 どの情報手段を適切かつ実践的、主体的に活用できるようにする旨を明示。

・

 

共通教科「情報」について、社会の情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育成する観

 点から、３科目の内容を再構成し、「社会と情報」、「情報の科学」の２科目構成とした。(選択必履修)

高等学校

８



教員の勤務実態調査（平成１８年度）の概要
●教諭の勤務日・１日当たりの勤務時間（小・中学校平均）

●１ヶ月あたりの残業時間

●調査の概要
＜調査期間＞

平成１８年７月３日

 

～

 

平成１８年１２月１７日
※

 

第１期（７月分）～第６期（１２月分）

 

２８日間ずつ６期に分けて実施。
＜調査対象校＞

全国の公立小・中学校のうち、地域・学校規模のバランスを考慮して無作為に抽出した学校
※

 

（小学校１８０校、中学校１８０校）×６期を抽出
※

 

毎月調査対象校を変更（１校の調査期間は１月間のみ）
＜調査対象教員＞

校長、教頭、教諭、栄養教諭、養護教諭、講師（常勤）

（業務の内容）

①

 

授業、補習指導、生徒指導、学校行事、部活動・クラブ活
動 等

②

 

授業準備、成績処理、連絡帳の確認、学年・学級通信の
作成

 

等

③

 

会議・打合せ、事務・報告書作成、研修、その他の校務

 

等

④

 

保護者・ＰＴＡ対応、地域対応、行政・関係団体対応

 

等

●年間ベースの１ヶ月あたり残業時間 ※成績処理や授業準備などの持ち帰りの業務は含んでいない。

平成１８年度調査 約３４時間(平日のみ） 約８時間 （休日）

昭和４１年度調査 約　８時間(平日・休日)

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

（７月分） （８月分） （９月分） （１０月分） （１１月分） （１２月分）

（夏季休業期）

6時間27分 2時間17分 7時間06分 6時間55分 6時間48分 6時間25分

2時間24分 1時間23分 1時間55分 2時間07分 2時間00分 2時間27分

1時間43分 4時間24分 1時間31分 1時間37分 1時間48分 1時間36分

0時間22分 0時間10分 0時間06分 0時間08分 0時間10分 0時間16分

10時間58分 8時間17分 10時間39分 10時間48分 10時間47分 10時間45分

2時間09分 0時間26分 1時間56分 1時間57分 1時間56分 1時間53分

0時間09分 0時間44分 0時間10分 0時間07分 0時間07分 0時間06分

うち、残業時間

②児童生徒の指導に間接的に
　 かかわる業務

③学校の運営にかかわる業務
　 及びその他の業務

④外部対応

①児童生徒の指導に直接的に
　 かかわる業務

合　　　計

休憩時間

43時間00分 8時間40分 38時間40分 39時間00分 38時間40分 37時間40分１日分×２０日

９



62.4

58.7

69.1

59.9

70.8

54.2

61.8

77.0
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69.7

57.9

56.356.8

73.2
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81.6
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※１８小項目（A1～E2）ごとに４段階評価を行い、「わりにできる」若しくは「ややできる」と回答した教員の割合

※「平均」は、大項目（A～E）ごとの平均

平均73.9％ 平均58.5％ 平均60.3％

70.8

平均68.6％ 平均69.４％

教員のICT活用指導力の状況（１８小項目別・全校種）

A1～E2の各小項目の内容については、教員のICT活用指導力チェックリスト（次頁)を参照

学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成２１年度）［速報値］より １０



小学校版 中学校・高等学校版

教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト
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ICT活用指導力に関する研修の受講状況

１２学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（平成２１年度）［速報値］より

※１．ICT活用指導力の状況の各項目のうち、Eのみの研修は除く。

※２．１人の教員が複数の研修を受講している場合も、「１人」とカウントする。

※３．平成22年3月末日までの間に受講予定の教員も含む。

受講していない

 
８０．６％ 受講した

 
１９．４％

168,803 人

702,762 人

を活用する能力
A:教材研究・指導の準備・評価などにICT

B:授業中にICTを活用して指導する能力
C:児童のICT活用を指導する能力
D:情報モラルなどを指導する能力
E:校務にICTを活用する能力



教職課程におけるＩＣＴ活用指導力の養成に関する制度について

２．ＩＣＴの活用等について

①「教職に関する科目」の一つ「教育課程及び指導法に関する科目」の中で、「教育の方法及び技術（情

報機器及び教材の活用を含む）」として必要単位の修得が必要。（教育職員免許法施行規則第６条

表）

②「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」のほか、「情報機器の操作」（２単位）について、単位

修得が必要。（教育職員免許法施行規則第６６条の６）

１．免許状の授与

学士の学位等

 

＋

 

教職課程の履修

 

→

 

教員免許状

・教科に関する科目

・教職に関する科目

 

等

専修免許状

（修士）

一種免許状

（学士）

二種免許状

（短期大学士）

幼稚園教諭

小学校教諭

中学校教諭

高等学校教諭

８３

９１

９１

９１

５９

６７

６７

６７

３９

４５

４３

－

大学で修得する所要単位
（単位）

（教育職員免許法第５条、別表第１）

（教育職員免許法別表第１、教育職員免許法施行規則第６６条の６）

１３



学校ＩＣＴ支援員の配置状況等について（都道府県）

【学校ＩＣＴ支援員を委嘱している都道府県】 【委嘱業務の内容（複数回答可）】

【委嘱にかかる年間経費】
約５億円（平成２０年度決算）

「平成２０、２１年度学校におけるICT関係予算措置状況等調査」より

26都府県
55%

21道県45%

ICT支援員を委嘱し
ている都道府県
ICT支援員を委嘱し
ていない都道府県

4

15

16

4

1

0 5 10 15 20

その他（HP作成等）

ヘルプデスク

システム保守・管理

研修支援

授業補助

都道府県

学校ＩＣＴ支援員の配置状況等について（市町村）

【学校ＩＣＴ支援員を委嘱している市町村】

1610市町村
90%

179市町村
10%

ICT支援員を委嘱し
ている市町村
ICT支援員を委嘱し
ていない市町村

【委嘱業務の内容（複数回答可）】

【委嘱にかかる年間経費】
約１６億円（平成２０年度決算）

112

88

111

109

100

0 20 40 60 80 100 120

その他（HP作成等）

ヘルプデスク

システム保守・管理

研修支援

授業補助

市町村

注）市町村には、特別区及び学校組合を含む。

学校ＩＣＴ支援員の配置状況について
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新成長戦略（抜粋）
 【平成22年6月18日閣議決定】

（５）科学・技術立国・情報通信立国戦略

（略）子ども同士が教え合い、学び合う「協働教育」の実
 現など、教育現場や医療現場などにおける情報通信

 技術の利活用によるサービスの質の改善や利便性の
 向上を全国民が享受できるようにするため、光などの
 ブロードバンドサービスの利用を更に進める。（略）

～IT立国・日本～

（情報通信技術の利活用による国民生活向上・国際競争力強化）
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《21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》

 
【抜粋】

（略）自治体クラウドなどを推進するとともに、週7日24 
時間ワンストップで利用できる電子行政を実現し、国

 民・企業の手間（コスト）を軽減するとともに、医療、介
 護、教育など専門性の高い分野での徹底した利活用
 による生産性の向上に取り組むことが急務である。

 （略）

成長を支えるプラット・フォーム

１６
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早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

ⅤⅤ

 
科学・技術・情報通信立国戦略科学・技術・情報通信立国戦略

 
～ＩＴ立国・日本～①～ＩＴ立国・日本～①

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに

実現すべき成果目標

自宅やオフィス等での、

 
主要な申請手続き、証明

 
書入手の週７日24時間

 
ワンストップ化

50％以上の地方自治体

 
において、公平で利便性

 
が高い電子行政の実現

 
（政府については、2013 
年まで）

情報通信技術を活用し

 
た行政刷新とオープンガ

 
バメントの確立

・効率的でセキュアな情報流通方策の検討
・個人・医療機関等間の情報連携の仕組みの

確立

診療明細書及び調剤情報の電子化

 

方策、運営主体、診療情報・健康情報

 

等の帰属・取扱い等について結論

コンビニエンスストア、行政機関、郵

 
便局等への行政キオスク端末の設

 
置拡大、オンラインサービスの充実
（国民の50％以上が利用可能）

１．国民本位の電子行政の実現

過去の情報通信技術投資の教訓を整理し、徹底した業務の見直し
旅費精算等の内部管理業務について可能なものから即着手

２．地域の絆の再生

「どこでもＭＹ病院」の実現

・過去の診療情報に基づいた医療

・自らの医療・健康情報の電子的管理・

 
活用

・電子政府の総合窓口（e-Gov）の改善

・公的個人認証サービスの改善
・自治体クラウドの推進

政府CIO等の推進体制の整備

行政サービスのオンライン利用計画の

 

策定、サービス拡大のためのロード

 

マップの策定開始

電子行政推進の基本方針の策定

行政が保有する情報を、個人が特

 
定できない形に集約化・匿名化の

 
上、

 

２次利用可能な形でインター

 
ネット等で公開

行政保有情報の洗い出し、個人情報

 

保護に関する制度について検討

・政府CIO設置等の電子行政推進体制

 

も含め検討

国民の声を踏まえ、公開の対象範囲・方法

 

について検討

個人に向けた診療明細書・

 
調剤情報の提供開始

各種情報（診療明細書及び調剤情報、健診情報、健康情報

 

等）の電子フォーマット等の標準化・整備

個人情報保護を確保することとした

 
上で、電子行政の共通基盤として、

 
国民ＩＤ制度を整備

個人情報保護、セキュリティ、情報格差等に留意し、国民ＩＤ制度の導入について検討

※「CIO」・・・Chief Information Officerの略で、組織における情報戦略を考え、実現する責任者。

2015年頃を目途に「光の

 
道」（全世帯がブロードバン

 
ドサービスを利用）の実現

情報通信技術の利活用を阻害する

 

制度・規制等の徹底的な洗い出し等

 

及び所要の具体的措置を確定

「光の道」構想実現のための所要の法案等

 

を提出

１７

新成長戦略工程表（抜粋）



早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに

実現すべき成果目標

全国の主要道の
交通渋滞の大幅減

 
（交通事故減にも貢献）

情報通信技術の徹底

 
的な利活用による新市

 
場の創出
（約７０兆円の関連新

 
市場の創出を目指す）

データセンターの国内立地整備等の制

 

度見直しの検討

データ利活用を促進するための制度見直し等のクラウドコンピューティングの競争力確保のための環境の整備

ホワイトスペースなど新たな電波の有効利用

交通の高度情報化、システムの海外

 

展開を見据えたロードマップの策定

運用モデルの検討
プローブ情報の集約・活用の効果の検証

グリーンITSサービスの運用開始

（試験運用を含む。）、交通管制の高度化

「教育の情報化ビジョン（仮称）」の策定

21世紀にふさわしい

学校教育の実現

・教科書の電子書籍化等について制度改正を含め検討・推進

ホワイトスペースの活用など電波の
有効利用のための方策の策定

デジタルコンテンツを含む著作物の権

 

利制限の一般規定について、法制度

 

整備のための具体案とりまとめ

実現のための著作権法の改正

 

案の国会提出

著作権制度上の課題（保護期間、

 

補償金制度の在り方等）につい

 

て結論（２０１２年）

戦略分野への技術開発の集中・推進（新世代ネットワーク、クラウド、
革新的デバイス、立体映像システム等）

児童生徒１人１台の情報端末による教育の
本格展開の検討・推進

開発成果の早期の市場投入

３．新市場の創出

※「ホワイトスペース」・・・放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって他の目的にも利用可能な周波数。

※「ＩＴＳ」

 

・・・Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略で、情報通信技術等を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築すること

 

で、渋滞、交通事故、環境悪化等の道路交通問題の解決を図るもの。

大規模サイバー攻撃への対応、クラウド化やIPv6に対応した情報セキュリティガイドラインの策定など

情報通信技術を安心して利用できる環境の整備

官民連携による高齢者・障がい者等に優しいハード・ソフトの検討・開発・普及 高齢者、障がい者の社会
参画促進と安全な暮らし
の確保独居老人見守りサービス

 

等の提供の実現
見守りに必要な健康・医療・

 

介護情報の標準化検討
持続可能な地域見守りｻｰﾋﾞｽ

 

の検討・検証
地域見守りサービス基盤の確立に向け

 

た規制・制度の課題の抽出

モデル事業等による実証研究

ⅤⅤ

 
科学・技術・情報通信立国戦略科学・技術・情報通信立国戦略

 
～ＩＴ立国・日本～②～ＩＴ立国・日本～②
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早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

ⅥⅥ

 
雇用・人材戦略雇用・人材戦略

 
～子どもの笑顔あふれる国・日本～②～子どもの笑顔あふれる国・日本～②

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに

実現すべき成果目標

OECD生徒の学習到

 
達度調査等で世界

 
トップクラスの順位

①最上位国の平均並みに、

 
低学力層の子どもの割合の

 
減少と高学力層の子どもの

 
割合の増加

②「読解力」等の各分野ごと

 
の平均得点が、すべて現在

 
の最上位国の平均に相当す

 
るレベルに到達

③各分野への興味・関心に

 
ついて、各質問項目におけ

 
る肯定的な回答の割合が国

 
際平均以上に上昇

３．国と未来を開く基礎となる初等中等教育

• 教員の養成・採用・研修の抜本的

 
見直し、評価の実施

・教育水準向上のための教員や専

 
門的・支援的スタッフの体制の見直

 
し

• 現行の教員養成システ

 
ムの課題の調査分析

• 教職員体制の計画的

 
な見直しの検討

教員の教育力の向上

学校運営の質の向上

民間教育サービスの発展•｢民間教育サービス評価・情報公開システム｣の構築
•「教育支援人材等」の質・信頼性を確保し、活用を推進するための評価・活用システムの構築

教育内容の充実

子どもの学力と
挑戦力の向上

・学習内容定着度の調査やそのデータ蓄積に基づく教育課程の改善等の検討
・産業界や地域人材の活用

重要能力・スキルの確実な習得
・課題発見・解決能力や論理的思考力、コミュニケーション能力の育成
・外国語教育、理数教育、情報教育、キャリア教育・職業教育の充実

地域に開かれた特色ある学校づくり
•「地域コミュニティ学校」の整備

•保護者や地域住民等による学校評価の推進・強化

４．民間教育サービスの発展

・理工系学生をはじめ意欲・能力ある人材の教員採用等学校現場への登用、

 

地域スポーツ指導者の活用

・指導が不適切な教員に対する人事管理システムの適切な運用

・公立学校における外国人児童生徒の教育支援
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新たな情報通信技術戦略（教育関連）

2020 年までに、情報通信技術を利用した学校教育・生涯学習の環境を整備する

こと等により、すべての国民が情報通信技術を自在に活用できる社会を実現する。

Ⅲ．分野別戦略
２．地域の絆の再生
（３）教育分野の取組

情報通信技術を活用して、ⅰ）子ども同士が教え合い学び合うなど、双方向でわかりやすい授業の

 実現、ⅱ）教職員の負担の軽減、ⅲ）児童生徒の情報活用能力の向上が図られるよう、21 世紀にふ

 さわしい学校教育を実現できる環境を整える。また、国民の情報活用能力の格差是正を図るとともに、

 情報通信技術を活用して生涯学習の振興を図る。

重点施策

文部科学省は、2010 年度中に教育の情報化の基本方針を策定し、その中で情報通信技術の活用

 が教育の現場にもたらす変革についてのビジョンを示した上で、当該ビジョンを実現するために、児童

 生徒１人１台の各種情報端末・デジタル機器等を活用したわかりやすい授業、クラウドコンピューティ

 ング技術の活用も視野に入れた教職員負担の軽減に資する校務支援システムの普及、デジタル教科

 書・教材などの教育コンテンツの充実、教員の情報通信技術の活用指導力の向上、学校サポート体

 制の充実、家庭及び地域における学習支援等、ハード・ソフト・ヒューマンの面から関係府省と連携し

 て、総合的に情報通信技術の活用を推進する。また、情報化の影の部分への対応として、有害情報

 対策や情報モラル教育の推進に取り組むとともに、学校教育において児童生徒の情報活用能力の向

 上を図る。さらに、公民館、図書館等の社会教育施設の活用、放送大学、ｅラーニング等によるリテラ

 シー教育の充実など、生涯学習支援を推進する。【文部科学省、総務省、経済産業省等】

具体的取組

平成

 

22年

 

5月

 

11日
IT戦略本部決定
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３．新市場の創出と国際展開
（３）若い世代の能力を生かした新事業の創出・展開

デジタルネイティブといわれる若い世代の能力を活かせる環境を整備し、コンテンツや情報通信技

 術に関する新事業の創出・展開を推進する。

重点施策

ⅲ）高度情報通信技術人材等の育成
これからの高度情報通信技術人材等が備えるべき資質・能力、確保すべき人材の数について、経済

 界、大学、専修学校等の関係者及び関係府省が認識を共有した上で、初等中等教育段階の子供たち

 への取組を含め、2010 年中に高度情報通信技術人材の育成・登用に向けた具体的なロードマップを

 策定する。また、ベンチャー起業家や企業経営者について、情報通信技術を活用した経営等の普及

 を促進する。【内閣官房、総務省、文部科学省、経済産業省等】

具体的取組
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